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Ⅰ．はじめに
わが国では，消費税が１９８９年（平成元年）の４月１日に導入されてから，早や１５年が過ぎようとし
ている。この間，消費税率は創設当初３％であったが，１９９７年度からは４％（消費税率換算で１％相
当の地方消費税を合わせると５％）に引き上げられ，現在に至っている。消費税収入は現在，国税収
入の約２割を占めており，この徴収された財源の一部は基礎年金，老人医療，介護などの社会保障関
係費に活用されているほか，地方交付税の財源の一部として身近な地域の暮らしの向上にも使われて
いる。消費税は今日では，わが国税制の基幹税の１つとして定着してきているといえる。消費税（付
加価値税）は２００１年４月現在，世界１２３の国・地域で実施されている代表的な税目となっている。
ところで，消費税は制度の創設以降，信頼性の確保や透明性の向上を図るため，数次にわたって改
正されてきた。とりわけ，２００３年度の税制改正（原則として，２００４年４月１日から適用）では，中小
事業者に対する特例措置の見直し等抜本的な改革が講じられた。表１をみると，主要な改正点は以下
の三点である。
第一点は事業者免税点制度の適用上限が，課税売上高３，０００万円から１，０００万円に引き下げられたこ
と，
第二点は簡易課税制度の適用上限が課税売上高２億円から５，０００万円に引き下げられたこと，
第三点は事業者が消費者に対して，「値札」や「広告」などに価格を表示する場合，地方消費税を
含む消費税相当額を含んだ支払総額の表示が義務づけられたこと，である。
このように，消費税は制度の創設以降，その一部が事業者の手元に残る「益税」問題として批判が
根強かった事業者免税点制度や簡易課税制度の適用上限を徐々に引き下げてきていることから，負担
を広く公平に分かち合うように制度の改正が行われてきたといえる。今後も，悪化の一途をたどって
いる財政の健全化や少子高齢化社会の進展により要請されるとみられる社会保障関係費のための財源
等として，消費税は安定的な増収が最も期待されている税目の１つとなっている。
しかし，消費税が抱える上記のような問題点が徐々に改善されてきたとはいえ，消費税は依然とし
て，二つの重要な問題点を内包していることに異論はないだろう。
第一点は消費税における逆進性の問題点であり，第二点は益税問題である。まず第一点について，
宮島洋（２００３）は課税最低限や超過累進税率を備える累進支出税，あるいは，特定の奢侈品に対する
個別消費税は例外として，消費税の所得階層別の負担構造は，所得階層が上がるほど消費性向が低下
するため，当然のことながら逆進的になるとしている。。また，逆進性の緩和対策である複数税率の
設定に関して，藤田晴（１９８９）はインボイス制度の導入（帳簿方式から書類方式への変更）などが必
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要になるため，広い視野からの議論が必要であるとしている。この点について，吉田和男（２００１）は，２１
世紀の税制を考えれば，所得税で大幅な課税ができない限り，消費税の税率を相当程度引上げざるを
えないとしたうえで，複数税率の適用等を行わざるをえないとすれば，インボイス制の導入は避けら
れないとしている。消費税に内在している逆進性という問題点は消費税制のあり方を考える際重要で
はあるものの，詳細な検討は別の機会に譲り本稿では論じないこととする。
次に，第二点の益税問題，特に益税額の算出についてであるが，静岡大学税制研究チーム（１９９０）
による益税算出モデルのほか，林宏昭・橋本恭之（１９９１）による消費税収算出モデルが代表的であ
る。以下では消費税は地方消費税を含む５％の多段階累積排除型付加価値税としたうえで，上記のモ
デルに基づき益税額の試算とその要因分析を行う。
本稿ではまず，こうした益税額の試算や要因分析を行う前に，消費税制に内包された問題点に係る
論点を整理する。というのは，わが国では，財政の健全化や地方分権の推進などのためには税制改革
が必要であると一般的に考えられており，この税制改革とは，消費税率をいつ，どの程度引き上げる
かといったような短絡的な議論が数多く行われているからである。つまり，こうした状況だからこ
そ，消費税の長所や短所を幅広い視野から改めて再検討する必要があると考えるからである。
そこで，以下では消費税が持つ長所や短所を所得税（個人）と比較することで，論点を整理する。
Ⅱ．所得税と比較した消費税の論点整理
１ 一般的な見方
表２は消費税と所得税の特徴を比較したものである。これによると，消費税は所得税に比較して，
①水平的公平に優れている，②課税ベースが広いため，世代間の税負担の平準化に資する，③景気変
表１ 消費税の制度改正の主な歩み
項 目
創設時（平成元年
（１９８９年）４月実施）
平成３年度（１９９１
年度）改正
平成６年（１９９４年）
秋の税制改革等
（平成９年（１９９７年）
４月施行）
平成１５年度（２００３
年度）改正（２００４
年４月施行）
中小事業者に
対する特例制
度
① 税率 ３％ － ５％（１％の地方
消費税を含む）
－
② 事業者免税点制度
（適用上限）
３，０００万円 － 資本金１，０００万円
以上の新設法人は
不適用
１，０００万円
③ 簡易課税制度
 適用上限 ５億円 ４億円 ２億円 ５，０００万円
 みなし仕入率
（卸売業・小売業等）
９０％，８０％の２区
分
９０％，８０％，７０％，
６０％の４区分
９０％，８０％，７０％，
６０％，５０％の５区
分
－
④ 限界控除制度（適
用上限）
６，０００万円 ５，０００万円 制度の廃止 －
そ の 他 ⑤ 仕入税額控除 帳簿方式 － 請求書等保存方式 －
⑥ 価格表示 － － － 総額表示の義務化
（出所）財務省資料等より作成
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動の影響を受けにくいため税収が安定的に確保できるほか，比較的安定的に公共サービスの提供が可
能である，といった特徴（長所）を備えている。
わが国では今後，本格的な高齢化社会の到来に伴って，社会保障関係費の急増は不可避とみられて
いるが，その場合，所得税よりも消費税の方が適している税目であると一般的に考えられている。と
りわけ，消費税が具備している上記の②の長所を重視する見方が多くなっている。消費税は勤労（現
役）世代だけでなく高齢世代にも等しく税負担を求めることが可能であるためである。この点は，課
税ベースを所得に求める所得税では税負担が勤労世代に集中しやすいと見られているのと対照的であ
る。しかし，世代間で税負担の平準化が図られるということは，所得のない（少ない）高齢者に税負
担を強いることでもあり，このことは消費税が構造的に逆進性という短所を内包していることを示し
ている。
このようにみると，消費税と所得税には一長一短があり，多くの場合，所得税の長所は消費税の短
所となり，消費税の長所は所得税の短所となると考えられている。
２ 消費税を重視する見解
吉田和男（２００１）は今後，本格的な高齢化社会が到来し，福祉財政を目指すと国民負担率が高くな
り，この結果，所得税による負担は限界となり，消費税のウエイトを高めざるをえないとしている。
その理由として，所得税には短所が数多くあることを強調している。
第一は，「クロヨン」の問題に代表されるように課税ベースを正確に把握することが困難であるう
えに，所得をどのように定義するかで，税負担に差異が生じるためである。特に，法人の所得，帰属
表２ 消費税と所得税の特徴（長所と短所）
消 費 税 所 得 税
垂 直 的 公 平
消費水準に応じて比例的に税負担を求めることが
できるが，所得水準に対する税負担の逆進性が生
じかねない。
税率の累進構造や各種控除により，高い所得水準
を有する人ほど多くの税負担を求めることができ
る。
水 平 的 公 平
所得の種類等にかかわらず，同等の消費水準の人
には同等の負担を求めることができる。
所得の種類等によって課税ベースの把握に差が生
じるおそれがあり，同じ所得水準であっても税負
担に差異が生じかねない。
世 代 間 公 平
勤労世代だけでなく，広く社会の構成員が税負担
を分かち合うことができる。
税負担が勤労世代に偏りかねない。
中立性（活力）
生産活動に伴う所得に対して課税するものでない
ことや，所得水準に対する累進性が弱い（ない）
ことから，勤労意欲や事業意欲に対して中立的で
ある。
累進構造によっては（累進度がきつい場合に
は），勤労意欲や事業意欲を損ないかねない。
簡 素 性
例外的な規定も少なく，比較的簡素である。 税率の累進構造や各種の控除をはじめとして，
種々の例外的な規定があり，複雑である。
税 収 動 向
景気動向に伴う税収の変動が比較的小さいため，
景気の自動安定化機能が比較的小さいと考えられ
るほか，比較的安定的な公共サービスの提供が期
待できる。
景気動向に伴って税収が変動するため，景気の自
動安定化機能を果たすと期待されるほか，安定的
な公共サービスの提供が困難となりかねない。
（出所）佐藤慎一編『図説 日本の税制（平成１６年度版）』（財経詳報社）の１７ページより抜粋（一部修正）
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所得，未実現のキャピタル・ゲインなどの課税の困難な分野を課税ベースに入れないと，恣意的な課
税になりかねないとしている。
第二は，最適課税論からの批判であり，所得課税は人々の経済行動に大きな影響を与えることから
非中立的であるというものである。例えば，勤労所得に課税すれば，賃金に課税することになるため
労働供給を減少させ，ひいては生産活動を縮小させかねないからである。
また，平野他（１９９９）は消費税の短所である逆進性を認めながらも，地方税として課税されるなら
ば，ある程度逆進性を緩和することが可能であるという見方をしている。地方公共サービスの財源と
なる地方税の課税原則は，便益に応じて税を課す応益原則が適していると言われている。通常，地方
公共サービスの対価である地方税は，個人や世帯に均等に割り振るのが合理的であるとされる。所得
税の地方税版である住民税の一部に，均等割という制度が採用されているのはこのような趣旨による
ものであると考えられる。受け取る便益に応じて課税すると，同じ便益ならば所得の高低にもかかわ
らず支払う税金が一定であることから逆進性が発生する。つまり，応益課税というのは本来，逆進性
を前提にした課税原則であるということができる。したがって，消費税を地方税の財源として活用す
る場合には，消費税は逆進性の緩和措置を取らずに採用することが可能となる。現在，消費税５％の
うち，１％分の税収は地方消費税となっているが，これは地方税として相応しい税目であると考えら
れるとしている＊１。
さらに，消費税のように逆進性を備えている税目でも，その税収によって供給される公共財（サー
ビスを含む）の便益をも考えると，所得再分配は進むとする見解もある（米原（１９９７））。
年収１，０００万円のＡさんと年収５００万円のＢさんの二人だけが住んでいる社会を想定しよう。
ここで，Ａさんが３００万円，Ｂさんが２００万円の税金を支払うというような逆進税（例えば，消費
税）が課税されたとすると，ＡさんとＢさんとの可処分所得の比率は７対３となる。この課税後の比
率は，課税前の比率２対１よりも不平等な状態になってしまう。しかし，ＡさんとＢさんから徴収し
た税収５００万円で２５０万円ずつ公共財の便益を与えると考えると，ＡさんとＢさんの再分配の比率は１９
対１１となり，課税前の２対１よりも平等になる。そして，公共財が高所得者よりも低所得者に大きな
便益を及ぼす福祉サービスであるような場合には，豊かさの比率は一層平等になる可能性もあるとし
ている。
３ 消費税に反対する（所得税を重視する）見解
こうした見解に対して，消費税への否定的な見解としての代表的な見方としては八田達夫（２０００）
がある。同氏が指摘する消費税の主な短所は以下のとおりである。
①益税は従来のクロヨンという不公平を増幅している。
②ヨーロッパの経験から，当初期待されていたインボイス制による脱税防止効果はないうえに，所得
税と同等かそれ以上の徴税コストがかかることが分かっている。
＊１ この点に関して，宮島洋（２００３）は，「多段階課税に固有の国境税調整の必要性，仕入税額控除の仕組み，付加価
値発生地と消費地との乖離などを考慮すれば，地方税として消費課税を考える場合には，租税論的には個別消費税
あるいは小売売上税の方がふさわしい」としている。
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③消費税（付加価値税）は国際的な eコマース（電子商）取引が盛んになるにつれ，消費税の税率引
下げの国際競争が激しくなり，結局はこの税を崩壊させる可能性が強い。
消費税が抱える①，②，③の短所は，消費税率の引上げによって実体経済に対する歪みを急速に拡
大させるとしている。そして，これまで消費税の長所とされてきた「所得税中心では，高齢化時代の
現役世代の負担を過重にする。消費税は老人も払うから，消費税シフトを行えば，高齢化時代の現役
世代の財政負担を軽減できる」という見解を否定している。この見解を否定する第一の根拠は消費税
へのシフトは確かに高齢化時代の現役勤労者の現役時の所得税の負担を減らすが，その一方で彼の退
職後には消費税負担を増大させてしまうからである。このため，消費税シフトは現役世代の平均的個
人の一生を通じての財政負担を減らさないとしている。第二の根拠は所得税から消費税へのシフトは
勤労世代のうち，年収が７００万円以下の中堅所得の人の現役時にも退職時にも税負担を増やしてしま
うためである。
また，③に関して，渡辺智之（２０００）は消費税の重要性を認めながらも，電子商取引，なかでもデ
ジタル財などは課税当局による税務執行コストが膨大になる場合もあり，この点は重要な検討課題で
あるとしている。
Ⅲ．消費税の益税問題
１ 事業者免税点制度と簡易課税制度の概要
消費税は紆余曲折のすえ，１９８９年４月１日から導入された。この背景には，当時の税制は所得課税
に比重が偏っていたことなどから，税負担の水平的公平に関する関心が高まっていたうえに，物品税
中心の個別間接税のみに依存していたため，物品間の課税のアンバランスが生じていたことなどが挙
げられる。そして，消費税は消費一般に広く公平に負担を求める税目として創設された。その際，中
小企業による事務の煩雑さを軽減し，中小企業と妥協を図るために，事業者免税点制度と簡易課税制
度が導入された。
まず，事業者免税点制度とは，課税資産の譲渡等を行う事業者（個人事業者及び法人）が納税義務
者であり，非居住者及び外国法人であっても国内において課税資産の譲渡等を行う限り，消費税の納
税義務者となる。しかし，小規模零細事業者の納税事務負担や税務執行面を配慮して，一定の事業規
模（２００４年４月１日からは課税売上高１，０００万円）以下の小規模事業者については，納税義務を免除
することになっている仕組みを事業者免税点制度という。事業者免税点制度については，２００４年３月
末までは，課税売上高３，０００万円（適用上限）を基準に小規模事業者を免税業者として課税は免除さ
れていた。表３によると，３７８万事業者が免税者となり，これは全体の６割を若干上回っていた。し
かし，２００３年度（平成１５年度）の税制改正では中小事業者に対する特例措置の縮減等や総額表示方式
の義務付け（平成１６年４月１日に実施）が図られ，免税事業者は課税売上高が１，０００万円以下となっ
た。このため，免税業者の事業者数は２００４年度以降，減少することは間違いない。
次に，簡易課税制度とは，一定規模以下の中小事業者について，選択により売上げに係る消費税額
を基礎として仕入れに係る消費税額を簡単に計算することが可能となる仕組みのことをいう。一定規
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模以下とは課税売上高がこれまでの２億円以下から５，０００万円以下の事業者（免税事業者を除く）に
適用されることになった。その際，みなし仕入れ率については，第１種事業（卸売業）は９０％，第２
種事業（小売業）は８０％，第３種事業（製造業等）は７０％，第４種事業（その他）は６０％，第５種事
業（サービス業等）は５０％となっている（表１参照）。
なお，表４はヨーロッパの主要国における中小事業者に対する特例措置をみたものである。これに
よれば，わが国の簡易課税制度や事業者免税点制度は相対的に中小事業者に手厚くなっているのが分
かる＊２。
＊２ この点に関して，矢野秀利（１９９４）は，「我が国の戦後の経済発展のかなりの部分は小・零細事業に負うところが
大きかったと認識し，かつ小・零細事業が資源配分上において，今後も重要な部門であると考えるならば，納税業
務の簡素化を図るためには，これらの特例措置が必要になる」としている。
表３ 売上階級別事業者数（試算）［１９９６年度］
区 分 事 業 者 数 構 成 比
万者 ％
免 税 事 業 者 ３７８ ６１．８
課税事業者（課税売上階級）
～３，０００万 円 ２９ ４．７
～ １ 億 円 １０６ １７．４
～ ２ 億 円 ４１ ６．６
～ ２ 億 円 超 ５８ ９．５
小 計 ２３３ ３８．２
合 計 ６１１ １００．０
（注）１．１９９６年度の会社標本調査，事業所統計調査報告書等を基にした推計である。
２．免税事業者には，個人農業は含まれていない。
３．事業者免税点制度の課税売上高の適用上限は３，０００万円である。
（出所）吉田和男『２１世紀日本のための税制改正』（ 大蔵財務協会）
表４ 主要国の付加価値税（消費税）における中小事業者に対する特例措置の概要
国 名 事業者免税点制度等 簡易課税制度等
フ ラ ン ス
年間売上高が前暦年３５０万円，かつ，当暦年４００万円
以下と見込まれる者は免税。ただし，物品販売・宿
泊施設業は前暦年１０００万円，かつ，当暦年１１００万円
以下と見込まれる者は免税。
なし（オルフェ制度は廃止）。
ド イ ツ
年間売上高が前暦年２１８万円かつ，当暦年６７０万円以
下と見込まれる者は免税。
年間売上高が前暦年８０４万円以下の者は，平均率に
よる簡易課税制度の選択が可能。
イ ギ リ ス
当月の直前の１２ヶ月間の課税売上高が９７９万円以
下，または，当月以後の１２ヶ月において９４１万円以
下と見込まれる者は免税。ただし，当該課税年度中
のいずれかの３０日間の課税売上高が９７９万円を超え
ると見込まれる場合は，その３０日間の初日から課税
事業者となる。
特定の小売業者に対し，売上税額の簡便な計算を認
める特例は存在するが，日本のような仕入税額控除
の計算の特例は設けられていない。
（注）１．フランスのオルフェ制度とは，年間売上高が一定額以下の個人事業者に適用されていた課税制度である。
２．邦貨換算には次の換算率を用いている。１フラン＝２０円，１マルク＝６７円，１ポンド＝１９２円
（出所）森信 茂樹『日本の消費税』p．６１７より作成
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２ 益税問題に関する先行研究
益税の性格，益税額算出モデル並びに益税額の解消策については，これまでも様々な観点からの研
究がなされている。以下では，これら先行研究の成果について検討することにする。
まず，益税の性格については，消費者の支払った税金が事業者の懐に残る悪しき制度として捉えら
れるのが一般的であるが，静岡大学税制研究チーム（１９９０）は，益税は企業に対する補助金的役割を
もっているとしている。また，矢野秀利（１９９４）は「小・零細事業者の手元にいくばくかの益税がと
どまるにしても，それは小・零細事業の保護・育成の観点をとるならば，小・零細事業者への特例措
置はある程度許容できるかもしれない。」としている。これらの考え方に共通しているのは，一般的
な益税問題の考え方，つまり公平性を阻害する制度としてではなく，政策的配慮として益税問題を考
えているということである。この見解によれば，中小企業特例措置の見直しに際して，経済における
中小零細事業者の役割をどのように考えるかが重要なポイントとなる。
また，消費税シフトはクロヨン対策のために必要であるという一般的な見解に対し，八田達夫
（２０００）は，益税問題の存在により，消費税が所得税におけるクロヨン問題にさらなる拍車をかけて
いると指摘している。つまり，消費税が付加価値に対して支払う税であることに着目し，多くの自営
業者は，益税により多大な恩恵を受けているというのである。これは，益税問題を公平性の観点から
考えたものである。この見解によれば，益税問題を放置させておくべき理由は皆無であろう。
次に，益税額算出モデルについては主に２つの手法に大別される。
第１の手法は，産業連関表から理論上の消費税収を求め，実際の消費税収との差額を益税とするも
のである。林宏昭・橋本恭之（１９９１）では，この手法のもとで消費税収を算出し，益税額を算出して
いる。この手法では，国内全産業からどれだけの益税額が発生しているかを明確にできる反面，益税
額がどのような要因で発生しているかについては不明瞭になる。
第２の手法は，消費税法における本則計算による消費税額と中小企業特例措置を適用した場合にお
ける消費税額との差額を益税とするものである。静岡大学税制研究チーム（１９９０）は，この手法によ
り益税を算出している。この手法は，益税問題が主に中小企業特例措置から発生していることを前提
としている。本論文においては，この２つの手法を用いて，中小企業特例措置による益税額及び益税
総額を試算するとともに，その要因分析を行なう。
最後に，益税問題の解消策については，中小企業特例措置の改正やインボイス方式の導入という声
が支配的である。八田達夫（２０００）は，EU主要国の中小企業特例措置の適用上限と比較して日本の
それは高すぎるとし，その引き下げを唱えている＊３。
また，八田達夫（２０００）はインボイス方式の導入に関して，徴税コストの低さと関連させ，その導
入だけでは不十分であると指摘している。つまり，税務職員の総数が絶対的に不足しているため，イ
ンボイス方式を導入したとしても，益税は解消されないというのである。同氏によれば付加価値税を
導入している EU諸国は，付加価値税導入以降，税務職員の数が飛躍的に増加しているのに対し，日
＊３ 事業者免税点制度の適用上限について，矢野秀利（１９９４）は，「日本の産業構造の特性を考慮するならば，EC諸
国よりもかなり高い免税点の設定はしかたのない措置であろう」としている。
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本の税務職員数は消費税導入以後もほぼ横這い状態である＊４。将来の消費税率の上昇を考えるなら
ば，制度的問題の解決とともに，税務職員の増加など，徴税者側の調査能力の改善が必要であろう。
３ 益税額の試算と要因分析
益税とは，消費者が支払った消費税が納税されず，事業者の手元に残ってしまうことをいう。つま
り，消費者が税金として負担したものが，事業者の利益と化しているのである。野口（１９９４）は，益
税が発生する原因として，事業者免税点制度や簡易課税制度以外に，課税業者において，売上げの過
小申告や仕入れの過大申告が行われる場合を指摘している。
消費者の立場からすれば，益税は非常に不合理なものであり，その原因となっている事業者免税点
制度や簡易課税制度といった中小企業特例措置は即刻廃止されるべきであろう。しかし，中小企業特
例措置の適用範囲内の事業者，つまり中小零細事業者にとっては，納税事務負担の軽減のためには必
要なものである。また，徴税者側からすれば，特例措置による大幅な徴税コストの削減は重要な要素
となっている。
このように，益税問題を考えるには，消費者・事業者・徴税者という３者の視点から包括的に検討
することが不可欠であるが，ここでは，シミュレーション分析により益税額を試算するとともにその
要因分析を行うことにとどめる。
  益税額の試算にあたっての前提と考え方
実際の益税額がどの程度のものかを正確に知るためには，企業が記帳している帳簿から情報を得る
しかない。しかし，日本においてインボイス方式ではなくアカウント方式が採用された背景には，企
業側が財務内容を完全に把握されたくないという思惑が存在していたように思われる。そのため，企
業の正確な財務内容の把握は不可能である。
そこで，以下では単純な益税算出モデルを用いて２０００年度における益税額を試算し，事業者免税点
制度及び簡易課税制度を適用することで，どれほどの益税額が生じているかを明らかにしていく。
ここで考える益税額とは，中小企業特例措置の適用により発生し，税の価格への転嫁率は１００％で
あるとする。
消費税率については，５％，１０％，２０％，の下での試算を行なう。１０％は二桁の水準であり，２０％
は EU諸国の付加価値税率と比較した場合に考えられる平均的水準である。
ベースとなるデータについては，『財政金融統計月報（法人企業統計年報特集）』１９９９年度版及び２０００
年度版を用いる。
第 j 産業第 i 資本金区分の事業者が消費者から預かる消費税額を Tij，課税売上高を Sij，課税仕入
高を Uij，付加価値額を Vij とする。これらはすべて２０００年度における事業者数で Nij 2000除した１事
業者あたりの金額（単位：百万円）である。
＊４ フランスでは１９６８年に付加価値税が導入され，１９６０年から１９８８年末までに，税務職員は６千人から３０万人に増加し
ている。
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まず，課税売上高は課税仕入高と付加価値額との合計で表されるので，
Sij  Uij Vij  
となる。ここで，仕入れに係る消費税には，商品の仕入れに加え，設備投資額が含まれる。２０００年度
設備投資額を Iij，１９９９年度及び２０００年度の土地を除く有形固定資産額をそれぞれ Fij1999，Fij2000と
すると，設備投資額は，
Iij  Fij2000 Nij2000Fij1999 Nij1999 
となる。このとき，事業者が消費者から預かる消費税額 Tij は，税率を t とすると，
Tij  Sij t 
となる。また，業者が負担する消費税額を Tij
は，
Tij
  Uij Iij  t  Sij Uij Iij  t 
となる。この式は，事業者が負担すべき消費税額が仕入高及び設備投資額に含まれる消費税額及び業
者自身が申告・納税する消費税額の合計であることを意味する。この式を展開すると，
Tij
 Sij t  Tij ’
となり，益税は発生しない。益税が発生するのは，Tij Tijとなる場合，すなわち事業者が消費者か
ら預かる消費税額 Tij が，実際に事業者が負担する消費税額 Tij
を上回る場合である。
以下では，２つの中小企業特例措置，つまり簡易課税制度及び事業者免税点制度を適用したときに
おける益税額を算出する。
  簡易課税制度の仕組み
簡易課税制度とは前述した通り，基準期間における課税売上高が２億円以下の事業者（２００４年４月
からは課税売上高は５，０００万円以下）は，課税期間の売上高に対し，みなし仕入率を乗じて計算した
金額を仕入高として控除できるという制度である。
ここで，みなし仕入率をとj とすると，業者が負担すべき消費税額 Tijは，
Tij
  Uij Iij  t  Sij j Sij  t 
となり，業者が消費者から預かる消費税額 T との差額が益税額となる。
Tij Tij Sij t  Uij Iij  t  Sij j Sij  t j Sij t  Uij Iij  t 
また，簡易課税制度による益税額を試算するには，各産業，各資本金区分において，簡易課税制度
を適用する事業者数を把握する必要がある。簡易課税制度を適用する事業者の総数については，『財
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政金融統計月報（租税特集）』などで公表されている。しかし，各産業別のデータは存在しない。そ
こで，以下の条件判断式を用いて，各産業，各資本金区分において簡易課税制度を適用している事業
者数を求める。
簡易課税制度を適用しない事業者は，簡易課税制度を適用できない事業者及び簡易課税制度により
益税が発生しない事業者であるとする。
まず，簡易課税制度を適用できない事業者とは，基準期間における課税売上高が２億円を超える事
業者であるので，
Sij  200  
となる。
次に，簡易課税制度により益税が発生しない事業者も，消費税法における本則計算により消費税額
を算出する。よって，
30Sij  200 
かつ，式＜０となる事業者は簡易課税制度を適用しないことになる。
したがって，簡易課税制度を適用する事業者は，簡易課税制度を適用できる事業者のうち，簡易課
税制度により益税が発生する事業者となるから，式に該当する事業者のうち，式＞０となる事業
者は簡易課税制度を適用する。
上記モデルにより求められる，前述した３つの税率の下での益税額が次のとおりである。２０００年度
には，消費税率５％の下での簡易課税制度による益税は約６，４４６億円発生している。また，現行制度
のまま消費税率を１０％としたときには１２，８９２億円，２０％としたときには２５，７８４億円の益税が発生する
こととなる。
  事業者免税点制度の仕組み
事業者免税点制度を適用したとき，業者は消費税の納税を免除されるため，業者自身が申告・納税
する税額はゼロとなる。しかし，仕入及び設備投資に係る消費税額は支払うことになるので，業者が
負担する消費税額 Tij
は，
Tij
 Uij Iij  t 
となり，業者が消費者から預かる消費税額 Tij との差額が益税額となる。
Tij TijSij t  Uij Iij  t Uij Vij  t  Uij Iij  t  Vij Iij  t
また，事業者免税点制度についても簡易課税制度と同様，各産業，各資本金区分における免税事業
者数を把握する必要がある。
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表５ 益税額の要因分析（消費税率５％のケース）
金額（億円） 割合（％） 累積割合（％）
① 簡易課税制度による益税額 ６，４４６ ７０ ７０
② 事業者免税点制度による益税額 ２，３２７ ２５ ９５
③ その他の益税額 ４１４ ５ １００
④ 益税総額（①＋②＋③） ９，１８７ １００ ０
（出所）三宅一生（２００４）より抜粋
免税事業者は基準期間における課税売上高が３，０００万円以下の事業者（２００４年４月からは課税売上
高は１，０００万円以下）であるから，
Sij  30  
となる。
  益税額の試算と要因分析
上記モデルにより，益税額を試算したのが表５である。これによれば，２０００年度に，消費税率５％
の下での事業者免税点制度による益税は約２，３２７億円発生している。また，現行制度のまま消費税率
を１０％としたときには４，６５４億円，２０％としたときには９，３０８億円の益税が発生することとなる。
益税総額に占めるこれら益税の比率をみると，簡易課税制度及び事業者免税点制度による益税額は
益税総額の９５％を占めており，中小企業特例措置がいかに企業間，そして消費者・企業間の公平性を
阻害しているかが顕著に現れる結果となっている。また，その他の益税の益税総額に占める比率は５％
となっている。しかし，本モデルではすべての事業者が課税事業者であると仮定し，最大限徴収可能
な税収を理論値としている。つまり，消費者の支払った消費税相当額の一部が実際に納付されず事業
者の手元に留保されるという，本来の益税の定義にそぐわないものが含まれている可能性がある。
Ⅳ．結びに代えて
以上，消費税を所得税と比較することによって，消費税が抱える問題点を整理してきた。
消費税と所得税には一長一短があり，多くの場合，所得税の長所は消費税の短所となる一方で，消
費税の長所は所得税の短所となりやすい。このため，消費税を重視する立場では，所得税の短所を強
調する傾向があるのに対して，消費税に反対（所得税を重視）する立場では消費税の短所を強調しが
ちである。いずれの立場をとるにせよ，消費税の最大の問題点の一つである益税額は現制度を維持す
るならば引き続き高水準で推移する見込みである。今後，消費税率が高くなった場合には，益税額は
一層大きくなるため，事業者免税点制度や簡易課税制度に関しても，引き続き，その範囲を縮小する
ことが望まれる。広く薄く課税することが本来の消費税（付加価値税）のあり方であり，歪みの小さ
な税制に移行することによって，実質的な税負担者である消費者の信頼を確保することが税制改革の
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基本であると考えられるからである。
本稿では，消費税制に内包された逆進性の問題点については詳細に検討しなかったが，この逆進性
の問題点にしても，今後の歳出（公共財（サービスを含む））の大きさや内容と税負担との関連を勘
案すれば，消費税の別の側面が見えてくるかもしれない。佐藤主光（２００４）が地方税制のあるべき姿
として指摘しているように，現行の税源移譲のような国と地方の間での所定の税収の奪い合いではな
く，増税（超過課税）を視野に入れながら，歳出増（住民にとっての受益）と住民の負担増を制度的
に連結することが必要であると考える。この意味で，税制改革の方向性を考えるうえで極めて重要な
ポイントは，今後，急増が見込まれる社会保障関係費といった歳出の内容や大きさを勘案しながら，
納税者にどのような形で負担してもらうのが妥当であるかを詳細に吟味することであると考える。
現在，消費税の増税か所得税の増税かといった紋切り型の議論が多い。しかし，所得税が柱である
アメリカ（小さな政府志向とされる）でさえ，貯蓄優遇の結果，実質的には消費課税の色彩が強まっ
ているという（森信茂樹（２００４））。一方，大きな政府と言われるスウェーデンでは，消費税率の高さ
のみが注目されるが，所得税負担がわが国よりも高いという事実はあまり知られていない。
このようにみると，２１世紀の税制改革の方向を考えるにあたっては，ただ単に税負担の水準だけで
なく，見込まれる経済社会の変化を反映した歳出の内容や大きさをも勘案しながら，消費税や所得税
が持つ長所や短所を改めて再検討することが重要になっているのではないだろうか。
（本稿の作成にあたっては，三宅（２００４）論文が有益であった。ここに，謝意を述べたい）
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